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 貧困地区におけるコミュニティ維持型住居について 
― タイ・バンコク クロントイスラムを対象として ― 
 
中西 翼* 
 
【要旨】 
都市化は都市に流入して滞留する人々に充分な雇用機会を提供できないがゆえに、都市の不安定就業層
を生み出すことにもなる。また住環境にも影響を及ぼす。都市化が進むと、都市は急激な人口流入に対し
て道路や交通機関、上下水道などの都市社会資本の整備を間に合わすことができず、充分な居住空間を提
供することができない。そのため、住居を購入できない人々は、湿地帯のように水はけが悪くて土地利用
が進んでいない地域や、河川敷や鉄道路線付近、港湾付近のほか、市場やごみ収集場所の周辺といった土
地条件の悪い地域に粗末な家々を立てて住み着いていくことになる。その結果、都市貧困層が暮らす都市
スラムが目立つようになっていく。スラム住民の中には土地契約がないままにその地に居住するケースも
あり、これらはスラム地区の撤去・移転問題へとつながっていく。こうしたスラムは、先進国において経
済発展にともなう住民の経済力の上昇から縮小してきたと言われる。しかし、経済発展を遂げつつも都市
スラムの解消にはつながっておらず、現在も数多くのスラムが残されている現状がアジア諸国で見られる。
こうした背景から、本論文では、成長が著しいバンコクの都市化の問題に着目し、バンコク最大のスラム
地区であるクロントイ（Khlong Toei）地区を対象に，バンコクの都市スラムの現状と課題を整理し、新た
な居住空間を提案する。 
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1. はじめに 
 
近年途上国の経済発展は著しく、各国で急速な都市化が進んでいる。2050年には世界人
口の 2/3 にあたる 60億人以上が都市に住むことが予測されているなど、都市化は進むと考
えられる。国連 UN－HABITATの都市に関する調査では途上国における経済成長に伴い、都
市スラムは減少傾向にあることが報告されており、貧困層が集中する居住区でもインフラ
整備が整っている地域もあるが、一方で、人口過密やインフラ不足など不適切な住環境が
課題となっている地域が数多く存在する。各国では都市政策レベルから住宅政策レベルは
もちろん、それぞれのレベルにおいて貧困地区への対策を進めているが、住民の意見が政
策やプロジェクトに反映されたケースは少ない。今後の持続可能な都市を目指すにあたっ
て、計画段階での対策が求められることは明らかである。スラム改善に関して住民組織と
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その住民リーダーの協力は非常に重要である。しかし、大規模スラムにおいては開発によ
りコミュニティが破壊されてしまう事が問題として挙げられており、スラム内で露天商を
営むことで生計を立てたり、住民同士の横のつながりによって秩序が守られていたことを
考えると、コミュニティを維持した都市スラムの改善は非常に重要であると考える。 
こうした背景から、本研究ではアンケート調査や現地調査によりタイ・バンコクに位置
するクロントイスラムの現状及び課題を分析し、コミュニティを維持した住空間を提案す
る。持続可能な住居空間を提案することによって、一般市街地に住む人たちと貧困地区の
格差を縮め、住民自らが改善のオーナーシップを持ち、一時的な住宅の改良だけではない
住居改善により都市の生活水準を改善する方法を明らかにしていくことを目的とする。す
なわち持続可能な住居空間を提案することによって、一般市街地に住む人たちと貧困地区
の格差を縮め、住民自らが改善のオーナーシップを持ち、一時的な住宅の改良だけではな
い住空間改善が目的であり、それにより都市の生活水準を改善する方法を明らかにする。 
本論文は第１章から第 6章までの構成となっている。まず、第 1章は序論であり、本研究
の目的、関連する既往研究および研究について述べた。第 2章では近年の世界の都市化現
状、都市化のメリット、デメリットを述べ、スラムに関して述べた。第 3章ではタイ・バ
ンコクのスラムに関して述べ、次に行政の対応・政策に関して述べる、次に、プラティー
プ財団のスラムでの活動を述べた。第 4章ではタイにおけるコミュニティ開発について述
べ、CODI（Community Organization Development Institute）の役割を述べ、次にバーン・マ
ンコンプログラムの事業形態、実施の流れ、課題を順に述べた。第 5章では現地調査及び
アンケート調査の集計及び分析し、スラム住民の暮らし、政策への理解度を調査する。第
6 章では今までの調査をもとにクロントイスラムにおけるコミュニティ維持型住居の設計
手案を行う。 
 
2. 都市化の動向とスラム 
 
第 2章では世界の都市化の現状、メリット、デメリットを考察し、スラムが形成される
原因や、今後も都市化が進むことが予想されそれにより貧困者層が取り残されスラムを形
成する可能性が存在することを明らかにした。都市化により都市部に人口が流入する一方
で、低賃金で過酷な労働環境にさらされるという、相対的に低い生活水準を受け入れざる
を得ないケースが多く存在する一方で、都市化には強い経済力が存在し、それにより開発
が加速するというメリットが存在する。そのため、都市化を加速させ都市の生活水準を向
上させる一方で、貧困地区対策を実施していかなければ貧富の差は今後も広がっていくこ
とが明らかになった。 
 
3. タイにおけるスラムについて 
 
第 3章ではバンコクのスラムの形成の過程、それに伴う行政の対応や政策を考察し、次
にプラティープ財団の活動について述べた。バンコクのスラム対策はスラム地域がバンコ
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クの都市政策の対象となってきたのは、1960年頃からである。当時のスラム政策では、ス
ラム地区を撤去し、住民を低所得者向けの公共住宅に移動させるという撤去・移転方式が
柱だった。しかし、スラムを撤去して公共住宅への移転を進めるこの方針には、いくつか
の問題があった。住民は移転して公共住宅に入居できたとしても、家賃などの費用を負担
することができずに、結局のところ、権利を他人に譲り渡してスラムに戻ってしまう傾向
がみられた。またスラムの住居とはいえ、住民が築いた財産であり、それを単純に取り壊
してしまうことへの問題も指摘された。こうして撤去・移転方式では当初の目的であるス
ラムの減少を達成することができず、スラム対策の見直しが進められた。1980年代後半に
なると、タイの経済発展により都市下層民の就業機会が増えるとともに、とりわけ都心部
では地価上昇と都市開発の圧力の増大から、スラムの撤去や移転の圧力が高まった。そし
て、スラム地区の住民をバンコク郊外の公共住宅に移転する計画が打ち出されることにな
る。ところが、スラム住民の職業は、家の軒先での露天商だったり、車やバイク、トゥク
トゥクで近隣に人や物を運ぶ運転手や、彼らを相手に商売をする自営業主であり、こうし
た職業は、生産者と消費者が近接するスラムでこそ可能な職業であることが多く、基本的
に職住近接の傾向が強い。それゆえに職場から離れ、交通費用がかかる場所への移転は、
スラムの住民にとって困難な選択だった。その結果、一度移転した人々も、先述の通り、
都心部に回帰する傾向がみられた。またスラムには、住民が主体となって形成した組織も
数多くある。近年のスラム改善事業では、こうした住民組織を活用し、彼らにスラム改善
の一端を担ってもらう方針が採用されている。ドゥアン・プラティープ財団などの NGO
は、こうした住民組織と連携しつつ、スラム改善事業に取り組んでいることが明らかにな
った。 
 
4. タイにおけるコミュニティ開発 
 
第 4章ではタイのスラム地区におけるコミュニティ開発の変容を明らかにした。 
バーン・マンコンプログラムは貯蓄グループを基盤として、住民の組織化とネットワーク
化をはかり様々な活動につなげていくための組織 CODI が行っている、マイクロクレジッ
トを基盤とした住環境整備事業である。住民自身が主導してプロジェクトを計画し、コミ
ュニティネットワークを通して、生活自立を目的に住環境改善事業を運営していく。住民
参加による住環境整備が目的であり、住民のエンパワーメントの構築を重視した事業であ
るバーン・マンコンプログラムを通して、NGO、関係機関、住民組織間において、意見調
整しながら総合的なパートナーシップの構築を図っている。CODI の住宅ローンの貸付金
利が安く、低所得者向けの事業であり、住宅と借地権が取得できる。この参加型事業の特
徴として、開発過程で小規模な住民組織を組織化して事業を実施していることではあるが
大規模のスラムでの対応能力の不足などいくつかの課題も明らかになった。 
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5. 現地調査及び、アンケート調査 
 
第 5章ではクロントイスラムを対象にアンケート調査及び敷地調査の集計結果及び分析、
考察を行い、スラム住民の暮らし、政策への理解度を明らかにした。本アンケート調査か
ら生活には満足している人の割合が 80％を占めたことや政府実施政策への理解度の低さ
が明らかになった。また政策への住民の声が反映されていない結果も明らかとなった。設
計提案に関わる項目として質問 14 のどんな時に幸せを感じるかという質問に対する回答
として家族と居るとき、スラム内に居るときが高い回答であったことからスラム内の住民
同士の横の繋がりと家族の繋がりを如何にして維持していくかが課題である。敷地調査で
は貧困地域住民の暮らし、住空間・住宅環境の現状、課題を把握した。 
 
6. 設計提案 
 
第 6 章ではアンケート結果の調査をもとにクロントイスラムにおけるコミュニティ維持
型住居の設計提案を行った。スラム内の住民同士の横の繋がりと家族の繋がりを如何にし
て維持していくかを考えた。スラムに限らず、タイでは外食文化が非常に強く根付いてお
り、スラム内においても露天商を自宅前で営む姿が多く見受けられるなどスラム住民の食
を支えている。そして食事をしながら人々は会話をし、情報など共有する。スラム内の住
民組織をより強固なものにし、コミュニティを形成することは CODI のプログラムを実施
していく上で非常に重要になってくる。本提案ではいかにスラム内のコミュニティを強固
かつ持続可能なものにするかを考えた。具体的には食事文化を中心に、住宅を配置し建物
全体を１つのコミュニティとして考えた。コンテナを用いて設計空間を創出した。構造と
コンテナを用いたスケルトンインフィルを使用し、デザインにパッシブを取り入れること
で安価で維持しやすくなるのではないかと考えた。 
 
図１：設計コンセプト 
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図 2：設計コンセプト 
 
 
図 3：設計イメージ（正面） 
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